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前近代出生率においては、後述するように合計出生率 TFR に関して結婚率と結婚出生率

への要因分解に結婚出生率の指標として年齢別有配偶出生率 AMFRを使うことができる。 
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そこで要因分解の方法として，0 とｔにおける TFR の較差ΔTFR は以下のように表され

る。 
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ここで，第 1項および第 2 項はそれぞれ，年齢別有配偶出生率および年齢別有配偶率の較

差による合計出生率較差に対する寄与とすることができる。 

 ここで使われている年齢別有配偶出生率 AMFR という指標は，現代出生率においては結

婚からの期間によって出生率が強く影響を受けるので，夫婦 1 組あたり子供数と関連する

指標として利用することには問題があると指摘してきた（廣嶋 2001）が，前近代出生率に

おいては，結婚からの期間よりも年齢に強く規定されるので問題がないと考えられる。この

根拠として結婚年齢別の年齢別有配偶出生率が結婚年齢に関わらず各年齢においてほぼ同

一であるとされている事実によって裏付けられる。 

このことは速水（1973：221，図 12-8，諏訪）に示され，「この図の結果は，結婚年齢の

相違は特定の年齢階層において出産率に影響を与えていないようである.」と述べられてい

る。同様にWilson et al.,1988，Figure 8 は，イギリスの教区における年齢別結婚出生率が結

婚年齢によらずほぼ同一であることを示し，意図的抑制が行われていないと解釈している。

ただし，その水準は諏訪（最大 0.2-0.3）を上回る高さ（最大 0.3-0.4）である。 

文献  速水融，1973（1992），『近世濃尾地方の人口・経済・社会』創文社. 

廣嶋清志，2001，「出生率低下をどのようにとらえるか？―年齢別有配偶出生率の問題性」

『理論と方法』30 号，Vol.16,No.2，pp.163-183.  

Wilson, C., J. Oeppen, and M. Pardoe，1988，"What Is Natural Fertility? The Modelling of 

a Concept" ，Population Index ，54 (1)，pp.4-20. 


